
令和５年度　美濃加茂市教育委員会事務の点検・評価総括表（資料１）

教育総務課 教育総務課

目標（意図、結果）

1
教育委員会運
営事業

様々な立場や、広い視野からの教育
政策に対する指導や助言をいただく
ことにより、市の教育向上を図る。

毎月１回の定例会及び臨時会（１回）の開催、教育行政の
課題等を審議した。
総合教育会議を３回開催し、教育課題等について協議し
た。

市長と教育委員による総合教育会議を開催し、相
互の意見交換を活発にすることで、教育行政をよ
り良くしていくことができる。教育委員会からも、必
要に応じて開催を申し入れていくことが必要であ
る。

市の教育政策の方向性を確認しながら、指導や助
言をいただく（継続）。
必要に応じて総合教育会議の開催を申し入れて
いく。

B

2
学校規模適正
化事業

学校規模の適正化を図り、教育環境
の向上を図る。

西中学校と東中学校との通学区域の経過措置は、継続
中。
小規模特認校制度は、伊深小学校で新たに６人（累計２５
人）、三和小学校では３人（累計１１人）の児童が制度を利
用している。児童は特認校での学校生活を有意義に過ご
し、制度が少しずつ定着してきている。

西中学校と東中学校との通学区域の経過措置
は、継続中となっている。
小規模特認校制度は、選択肢が増えるという点は
良いが、市教委側と保護者側の目的が一致しな
い場合も出てきている。

東中学校の通学区域については、地域の社会変
化を見ながら研究していく（継続）。
小規模特認校制度は導入から７年経過したが、長
期的な効果測定を要することから、当面は継続し
ていく方針である。

B

3
学校施設の適
正な維持管理
事業

児童・生徒の教育環境の向上のた
め、学校からの修繕依頼等により計
画的に修繕工事を実施する。

学校からの依頼箇所及び緊急整備の実施は、計画的な
執行により予算執行率は約9９．６%となっている。
・山手小体育館大規模改修工事
・蜂屋小体育館女子トイレ和式便器改修工事
・山之上小体育館非構造部材補強工事　他　全４０工事
・西中特別支援教室サッシ廻り改修工事
・東中校舎防水及び外壁改修工事　他　全４工事

学校施設の老朽化に伴う修繕工事箇所が増えて
いる。学校からの改修等要望箇所も多いため、全
体を見ながら、計画的に修繕を行う必要がある
が、当初予算の確保が十分でない。施設の延命
化を図るため、専門業者による保守点検の結果を
踏まえた事前の予防的改修が必要である。

危険箇所の改善を最優先にしつつ、現地確認を
実施して、計画的に整備を進めていく。
学校施設の適切な維持管理・修繕工事ができるよ
う、日頃から施設経営課や財政課と協議する（継
続）。

B

4
学校施設整備
計画の推進

安全で快適な教育環境を提供するた
め、計画的な施設改修を推進するた
めに学校施設等長寿命化計画を基
本にしながら児童生徒数の推移、教
育制度の改正を考慮した対応をす
る。

各種計画に基づき、次の工事及び設計委託業務を実施
した。
・山之上小体育館非構造部材補強他工事
・太田小体育館大規模改修工事設計業務
・太田小防犯カメラ新設設計監理業務
・東中校舎防水及び外壁改修工事設計監理業務

校舎・体育館・プールなど、施設の老朽化が進
み、早急な対応が求められている。
児童生徒数の増加や特別支援教室の増加によ
り、教室不足が心配される学校がある。
長寿命化計画を策定したが、もともと校舎が古く、
改修費用が多額となる見通しである。

R６年度は、太田小校舎外部改修及び体育館大規
模改修建築工事、東中管理棟２F3Fトイレ様式化
工事を実施中。
学校施設等長寿命化計画及び個別施設計画に
基づいた長寿命化工事を実施していく。

A

5
児童・生徒就学
援助・奨励事業

保護者へ経済的な援助をすることに
より、当該児童・生徒の就学を援助す
る。（教育の機会均等の実現）

【小学校】　要保護準要保護児童就学援助：283人、
22,416千円　（R４実績　275人、21，824千円）
特別支援教育就学奨励：91人、2,926千円　（R４実績　99
人、2,850千円）
【中学校】　要保護準要保護生徒就学援助：179人、
17,418千円　(R４実績　167人、15,023千円）
特別支援教育就学奨励：43人、1,911千円　（R４実績　42
人、1,860千円）

支給対象者の中で外国人世帯が増加してきてい
る。

困窮により義務教育が受けられない児童や生徒が
いることのないよう、学校や福祉課と連携して制度
の周知を図る（継続）。
所得要件や世帯状況を的確に把握し、制度の適
正な運用に努める（継続）。

B

6
給食センター
（異物混入の防
止）

安全安心な給食を提供するため、栄
養教諭、市職員、委託業者（調理・配
送）がそれぞれの役割を担い、全員
体制で協力して業務を進める。

異物混入マニュアルに基づき、全員体制で異物混入の防
止に努めているが、皆無にすることはできていない状況で
ある。

衛生管理の更なる徹底を図る必要がある。機器
の経年劣化等に伴い、危険異物の混入の可能性
が高くなっている。
危険異物の混入の防止、材料に付着した昆虫は
除去に努め、髪の毛は衛生管理を徹底している
が、結果的に防ぎきれていない。

危険異物の混入は絶対しないよう、作業前後の機
器の異常や数量などの確認を徹底する。帽子の
下にネットをかぶることや、長袖白衣を着用するな
ど、服装から気をつけ、髪の毛の混入を出さない。
異物混入に対しては常に緊張感を持って取り組ん
でいく。

B

7
給食センター
（給食費徴収）

現年度分収納率９９．８％以上
過年度分収納率２０．０％以上

現年度分収納率９９．７１％、過年度分収納率６．６８％
・現年度分： 収納額：338,670千円、未納額：971千円
・過年度分： 収納額：292千円、未納額：830千円
・R4-R5滞納繰越額：1,800千円
滞納繰越分を精査し、時効分の欠損処理を行った。
・3,247千円（172件）

給食費滞納者について、コロナ禍の影響で納付
が低調となった。学校と連携し、給食費のみなら
ず就学援助など各種支援制度につなぎ、税・料
滞納繰越額を削減していくことが必要である。

現年度分：R６年度から給食費公会計化を開始。
公会計システムの安定稼働を図りつつ、滞納者に
は督促を送付、あるいは口座振替手続きを勧める
などの対応をしていく。
過年度分：催告書により、自主納付を働きかける。
また、児童手当申出徴収や就学援助費からの充
当を進め、滞納額の減少に努める。

B

8
給食センター
（食育事業）

食育を意図的、計画的、継続して実
践する。図書献立については、今年８
年目であり、図書館司書や各学校と
の連携を更に深め、継続して実践す
る。

各学校と連携をとり、食育の推進を深めた。また、試食会
などをとおして地域や家庭へ広めることができた。
・栄養教諭等の授業への参画：159回（R4：160回）
・給食試食会：7回（R4：5回）
地産地消に努め、リクエスト給食・ふるさと給食・図書献
立、親子料理教室などの取組を実施。

全国的に給食の食べ残し増加が課題となってお
り、そうした観点でも食育授業の重要性が高まっ
ている。

学校との連携強化により必要とされるテーマの食
育授業を実施できるよう、計画的かつ継続的な取
組みを行う。また、児童生徒が栄養に関する知識
を習得し、食育を通じて食事に対する感謝や大切
さといった気持ちが醸成できるよう努める。

A

№ 事業名
事業の概要

事務事業の達成状況、成果 課　　　題
最終評

価活動内容（手段、手順など） 対象

毎月、定例教育委員会を開催し、教
育政策や規則等の審議を行うほか、
学校訪問による教育現場での指導を
行う。また、先進自治体の視察を行
い、教育の向上に資する。

教育委員

今後の方針

成長期の栄養摂取、よく噛むことや、
地域の食材の活用に加え、各校のリク
エスト給食、絵本に出てくる料理（図
書献立）を実施する。また、食に関す
る指導の充実、親子料理教室、試食
会などで食育の推進を図る。

児童・生徒・地域・家庭

教育の機会均等を図るため、経済的
理由により就学が困難な場合や特別
支援学級の保護者等の経済的負担を
軽減するため、その負担能力に応じ
経費の一部を補助する。
・要保護及び準要保護児童生徒就学
援助費
・特別支援教育就学奨励費

・要保護・準要保護児
童就学援助費＝ひとり
親家庭などの生活保護
に準ずる家庭
・特別支援教育就学奨
励費＝特別支援学級に
通級する児童・生徒の
家庭
※いずれも、所得制限有り

衛生管理の徹底を図りながら、安全で
おいしい給食の提供に努める。
異物混入防止のために、食材の生産
から給食の提供までの全ての工程で
共通した認識の元に取り組む。

児童・生徒
（生産者・加工業者・調
理員・配送員・給食補
助員・給食当番）

給食費の滞納をなくすために、学校と
の連携や過年度分未納者への催告、
児童手当からの申出徴収などを行な
う。

保護者

西中学校と東中学校との通学区域の
経過措置は、継続中。伊深小学校と
三和小学校について、H29年度から
導入した小規模校特認校制度の周知
を継続して行う。

児童、保護者、教職員
等

児童・生徒が安全・安心な教育環境
で過ごせるよう、その緊急性を考慮し
ながら計画的に営繕工事を実施す
る。

児童・生徒、教職員等

公共施設総合管理計画及び個別施
設計画に基づき、学校施設の整備を
計画的に進める。

児童・生徒・教職員等
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令和５年度　美濃加茂市教育委員会事務の点検・評価総括表（資料１）

学校教育課

目標（意図，結果）

1
特別支援学級推進事
業

特別支援学級、通級指導教室在籍
児童生徒の支援

すべての特別支援学級、通級指導教室に必要な備品、
教材、教具を整備することができ、児童生徒の指導に役
立った。

個々の児童生徒の発達特性を的確に捉え、その
困り感に対する支援の見極めが必要。

より多くの外部講師を招聘するなど巡回発達相談
を充実させる。通級指導教室担当者に特化した巡
回相談などを行っていく

A

2
就学時健康診断実施
事業

適切な就学時健康診断を実施する。
１0月下旬までに、各小学校において就学時健康診断を
実施した。

該当小学校に入学しない外国人幼児と在住状況
が確認できない外国人幼児が絶えないため、就
学時検診が実施できない幼児がいること。

市民課との連携とともに、外国人幼児の入学予
定状況、在住状況を的確に把握する。

B

・教職員研修の充実を図る。
・教育センターの運営をさらに充実さ
せる。

【教育センター運営委員会】
　　　①　５/１７　第１回運営委員会
　　　②　２/１４　第２回運営委員会

・学校運営を的確にサポートしていくために、評
価アンケートの結果をもとに各事業の充実を図る
こと。
・今日的な課題をふまえ、先を見通した研修内容
を明確にすること。
・教育センターの活動を積極的に発信し、現場の
先生方が利用しやすいセンター運営を図ること。

・若手教員が増加する中、教職員の資質向上を図
るための研修の充実を図るとともに、参加しやすい
日程や時間の設定について工夫改善を図ること。
・各事業の活動内容を積極的に発信し、学校との
情報共有や連携を強化していく。

4 中学校教育振興事業

関係機関との連携による生徒指導、
進路指導、校外活動、部活動指導等
により、生徒の健やかな成長を促進
する。

・中学校生徒指導連絡協議会への負担金をはじめ、中体
連連盟への補助金・助成金、進路指導の補助金等中学
校の活動を支援した。
・中学校の部活動への補助として、備品購入、備品修繕
のための費用を補助した。

・部活動備品のための補助必要額が高く、高額な
ものを補助すると、多くの種類の部活動を十分に
補うものではないこと。
・地域移行に伴う備品の購入や管理などについ
て、方向性が明確ではない。

・高額なものは、学校単体ではなかなか購入でき
ないため、学校と相談したながら取捨選択して購
入補助を行っていく。
・今後の部活動の地域移行の状況に合わせ、部
活動備品の補助の在り方について検討していく。

B

5
事務 局運営事業 （学
校教育）

様々な事務事業の円滑な運営、各小
中学校とのきめ細やかな情報交流及
び連携

・事務連絡文書や研修等の資料作成により、適切に事務
事業を実施した。
・日本語指導が必要な児童生徒等に対して、教材教具の
充実を継続させた。
・校長会や生徒指導連絡協議会等と連携して、教育活動
の充実を図った。

・事務局運営事業の中で、緊急的な対応の消耗
品購入を行う必要がある。

・緊急的な対応分を含めて、予算を確保していく。 B

スクールロイヤーを設置し、学校や教
育委員会の相談に応じる。（岐阜市、
小森正悟法律相談所と契約）

校長会研修　１回
メールにて相談　１３回

多くの諸問題について、法律の視点から適切なアドバイ
スをいただくことができた。

学校からの相談をスクールロイヤーに迅速に伝
え、その対応についての示唆をいただいている
が、学校からの相談件数が昨年度と比べ減って
いるため、費用に見合った活用ができていない。

校長会や教頭会等で、研修会を実施したり、各
校に積極的な活用を促したりするなど効果的に活
用できる体制を整える。

Ｂ

8 教職員研修事業 教職員の資質向上を図る。
・コロナ禍の影響でしばらく本事業が活用できなかったこ
と及びオンライン研修等が積極的に導入されたことによ
り、現地へ出向く研修への参加がなかった。

・教職員が研修に参加しやすい環境作りと管理職
への活用促進を働きかけていくこと。

・４月、５月の校長会で本研修事業の目的につい
て伝え、早期段階において研修計画を把握できる
ように図り、具体的な動きが早くから取れるようにす
る。
・年度途中の校長会において、執行状況等を伝
え、活用が計画されていない学校に対して活用を
促していく。

C

9
活躍する生徒支援事
業

部活動における、生徒の活動のより
充実を図る。

・中学校体育連盟主催の東海地区・全国大会へ出場する
選手への支援を行う事業であるが、令和５年度は、東海
大会１２名（陸上）、全国大会１名（卓球）の生徒が本事業
を活用した。

・夏季休暇中にも学校との連携を図り、大会出場
決定後には適切で迅速な事務処理を行うこと。
・東海大会や全国大会に出場する選手の数は年
度によって異なるため、予算執行率が低い状況
にある。

・本事業について早期段階に学校へ伝えるととも
に、活用する生徒がいる場合には学校との連携を
密に行い、遺漏のないよう適切に事務処理を行っ
ていく。

B

10
地域・家庭教育推進
事業

美濃加茂市連合PTA（市連P）や小中
学校家庭教育学級（家教）の一層の
充実を図る。

・組合立を含む１２校の会長と子育て代表をメンバーとす
る理事会を年間５回開催。理事からは、とても充実した時
間であったと好評であった。
・７月に定期大会を実施。８９名のPTA会員と運営協議
員、学校職員が参加して、コミュニティスクールについて
研修を行った。

・役員の負担と各校におけるPTA活動が縮小して
いる現状を考慮し、より効率的な活動について一
層吟味する必要がある。
・家教の一層の充実に向けた取組と実践を積み
重ねる。

・市連P理事会の中に、話し合いの時間を取り入
れ、互いの思いを共有できるようにするなど、理事
どうしのつながりの強化を目指す。
・市連P理事会で各校における家教の内容につい
て交流する機会を設定し、取組のバラエティーを
増やせるようにする。

B

11 学校運営協議会事業
学校運営協議会（運協）の地域住民
に対する周知と充実を図る

・地域学校協働活動が少しずつではあるが、行われるよう
になってきた。
・コミュニティースクールの理解を深めるため、市内におけ
る取組事例を紹介したリーフレットを、保護者及び各自治
会に配布・回覧した。わかりやすいと好評であった。

・運協委員が主体となった活動になっていない傾
向がある。
・特に中学校において、地域学校協働本部として
の動きが不十分な傾向が見受けられる。

・組合立を含め１２校を一律に実施せず、地域の
実情に応じて、よりよい実施方法を考えていく。
・特に小学校においては、授業支援、環境整備、
登下校支援を核とした活動を校区の実情に応じて
実施していく。

C

最終評
価活動内容（手段，手順など） 対象

№ 事業名
事業の概要

事務事業の達成状況，成果 課　　　題 今後の方針

特別支援学級、通級指導教室への備
品及び学習教材の購入

市内の小中学校の特別支援学級、通級指
導教室

就学時検診、入学にかかわる用紙代
の支給

就学児

3
教育センター運営事

業

・教育センター運営委員会の運営
教育センター職員
教職員

B

性教育推進委員会
教職員

「望ましい性教育」「身近な地域教材
を活用した社会科の授業のあり方」の
ための研究推進を行う。

社会科副読本編集委員会では、第１５版の活用を啓発
し、実践の評価をまとめた。性教育推進委員会では、「性
に関する指導資料第8版」を活用した実践を振り返り改善
点をまとめた。

性教育推進員会では、「性に関する指導資料
第8版」の啓発をするとともに、現代社会における
「性に関する新たな課題」に対応した実践につい
ても例示していく。社会科副読本編集委員会で
は、「全面改訂15版」の使用を啓発するとともに、
これまでに改善案として挙がってきた箇所の情報
を集め、改定作業をすすめていく。

社会科副読本編集委員会は、「全面改訂15版」
を活用した実践を積み上げながら、令和６・７年度
の改訂に生かしていく。性教育推進委員会では、
「第８版」の活用の啓発しながら実践の評価をまと
めていく。

社会科副読本編集委員会

Ｂ
市内小中学校においていじめの撲滅
を図る。

【ハイパーＱＵ】
・小学校３年生以上を対象にして年間２回実施し、各学校
において児童生徒の実態を把握し指導につなげた。ま
た、夏季休業期間等を利用して、有効な活用にむけた教
員研修をした。
【児童会生徒会新聞作成】
・各学校の児童会・生徒会の取組をまとめた新聞を作成。
文化の森に掲示の後、市内各校で回覧し展示。
【美濃加茂市いじめ防止対策審議会】
・年２回実施した。（６月、２月）

ハイパーＱＵを継続的に実施しているが、ＱＵ
研修を行っている学校が少なく、すべての学校に
おいて十分に活用できているとは言えない。

ハイパーＱＵの有効な活用ができるよう実践的な
職員研修を推奨していく。

児童会・生徒会新聞作成については、継続的に
実施していく。

フロム０歳プランの３つの重点の具現
のために、生徒指導、進路指導、部
活動指導等を関連機関と連携しなが
ら推進し、中学校教育の充実を図る。

市内中学校生徒

フロム０歳プランの３つの重点の具
現のために、学校教育課の事務業務
を円滑に遂行するとともに、校長会・
教頭会や関係協議会等と連携して学
校教育の推進を図る。

市内小中学校に在籍する全児童生徒、市
内小中学校に勤務する本務教員および常
勤講師

ハイパーＱＵ

市内小中学校の児童生徒
児童会生徒会新聞作成

美濃加茂市いじめ防止対策審議会

7
教育センタ ー研 修事
業

課題研修

教職員

タイアップ研修

研修講座

6 いじめ対策事業

スクールロイヤー設置事業 各小中学校、教育委員会

B

管理職研修

職務研修

初任者研修

ヤング研修

教職員の資質・指導力の向上をめざ
し教育の今日的な課題や教職員のラ
イフステージに応じた研修の推進を
図る。

【課題研修】
Q-U研修…参加者のべ227人（５校実施）
【職務研修】
・管理職研修（校長研修１、教頭研修２）
　　…参加者のべ42人
【初任者研修】
・市の教育理解、指導力向上、保育実習（年３回）
　　…参加者のべ36人
【ヤング研修】
・実践論文の書き方、教職員の服務研修…参加者のべ
37人
【タイアップ研修】
・各小中学校授業研究会を公開
【夏季研修講座】　計４講座実施
・学力向上、道徳教育、教育相談、特別支援教育研修
　　…参加者１22人

・今日的な課題、教職員の指導力を高める研修、
若手育成を図る研修等、現場のニーズや実態に
応じて内容を工夫していくこと。
・教職員が参加しやすい日程や時間帯を工夫し、
働き方改革も考慮した研修計画を立てること。

・若手教員の増加に伴い、授業力・指導力の向上
を目指す講座を充実させる。
・市の教育課題に焦点を当てた研修をさらに充実
させていく。
・教育センターアンケートの結果を踏まえ、教員の
ニーズに応じたものであるかを吟味しつつ、研修
等の内容をより課題に応じたものにしていく。
・働き方改革を考慮しながら、参加しやすさに配慮
した研修を計画する。

地域学校協働活動を促進する学校運
営協議会の推進と啓発

学校運営協議会委員
地域住民

教職員を意図的・計画的に研究先進
校などに派遣

教職員

東海大会や全国大会に出場する生徒
や引率教員への経済的支援

市内中学校の生徒

美濃加茂市連合PTAや小中学校家
庭教育学級に対する補助金交付

市内小中学校PTA、家庭教育学級



令和５年度　美濃加茂市教育委員会事務の点検・評価総括表（資料１）

学校教育課

目標（意図，結果）

最終評
価活動内容（手段，手順など） 対象

№ 事業名
事業の概要

事務事業の達成状況，成果 課　　　題 今後の方針

12
ふれあい安全サポー
ター設置事業

小中学校への不審者進入や交通事
故等の未然防止を図る。

　市内の小中学校に１３名のサポーターを配置した。
各サポーターは、児童生徒の登下校の安全指導を行う

とともに、安心安全な生活に向けた環境整備にも取り組ん
でいる。
　ふれあい安全サポーターの研修会を年３回実施した。

ふれあい安全サポーターと学校職員との情報
共有を図ること。
　安全サポーター自身の高齢化

ふれあい安全サポーターの校内および通学路
等の巡視をさらに強化し、不審者事案や交通事故
等の未然防止を図る。

研修会に警察署等関係機関からの指導を含め
る等、より実践的な研修会を実施する。

Ｂ

13 発達支援事業

子どもの心身の健康及び発達、学業・進
路などに関する悩みや問い合わせに対
し、学校・関係機関と連携しながら、積極
的、組織的に相談を進めることにより、心
の安定を図るとともに、学校生活への適
応力を高める。

【あじさい発達相談】
　　１１７件
【巡回発達相談】
　　１９０件

 相談後の見届けをしていきたい。
相談内容や家庭環境などにより、関係課、関係

機関との連携を図るようにする。
B

児童生徒の適正就学のため
児童生徒・就学前の園児の適正な就学について関係課
及び外部機関と連携した検討会を年間8回開催した。

就学判定に挙がる児童生徒数が年々増加してき
ており、時間を要する。

早期からの児童生徒の実態把握を行っていく。

特別支援学級、通級指導教室在籍
児童生徒の支援

すべての特別支援学級、通級指導教室に必要な備品、
教材、教具を整備することができ、児童生徒の指導に役
立った。

個々の児童生徒の発達特性を的確に捉え、その
困り感に対する支援の見極めが必要。

より多くの外部講師を招聘するなど巡回発達相談
を充実させる。通級指導教室担当者に特化した巡
回相談などを行っていく

15
小規模特認校推進制
度

学校規模適正化を図るとともに、子ど
もの特性に合った学校選択を実現す
る。

　国が行ったGIGAスクール構想により、児童生徒へ1人１
台タブレット端末が整備されて３年が経過した。三和小学
校、伊深小学校で先進的に行ってきたICT教育にかかわ
る実践が他校へ広がり、市内の小中学校での活用が広
がっている。その結果、学校間における差がなくなってい
るのが現状です。

タブレット端末をただ使用するだけでなく、個別最
適な学び、協働的な学びにつながる効果的な活
用について、実践を行っていく必要がある。必要
に応じて、ICT支援員の人員確保についても検討
していきたい。

・三和小学校、伊深小学校の小規模特認校制度
を継続しながら、引き続きICTを活用した授業づく
りについて実践を重ねていく。

B

16
科学のふしぎ解 決学
習事業

児童生徒の科学への興味関心、学
習意欲の向上、探求心や自己解決
能力の向上を図る。

・サイエンスワールドや航空宇宙博物館、岐阜市科学館
等での体験学習を通して、科学への興味関心や学習意
欲の向上へつながった。
・外部講師を学校に招いてサイエンスショーやサイエンス
ディを実施した。また、理科実験の器具を充実させ授業
での主体的な学びを促進した。
・ヤギさんふれあい授業を希望校にて実施した。

・各学校が行う様々な体験活動について、より児
童生徒の探求心や自己解決能力の向上につな
がる活動を取捨選択し、そのために必要な費用を
充てていくこと。

・科学的な教育効果が見込まれる施設での体験活
動を増やし、幅広い体験を通して児童生徒の科学
分野への興味関心を高めていく。

B

18
学外講師派遣推進事
業

地域の人材、自然、施設・設備を活
用し市民参画による子どもを育てるま
ちづくりを推進する。

・昨年度の実績報告を踏まえ、各学校の活用計画を精査
し、助成する活動と助成額を通知した。

・各学校での活用の成果が上がっている事業で
あるが、学校によっては人数を多くかけている授
業もあるため、学校予算の有効な使用が図れて
いるか検討する必要があること。

・校長会や教頭会等で特徴的な活動の具体を紹
介しながら、よりよい活動になるよう指導を継続して
いく。
・地域学校協働活動のより一層の充実に向けて、
地域人材を活用できるような費用を検討していく。

A

19 英語教育推進事業
児童生徒に外国人とのコミュニケー
ション能力を高める。

外国人による英語指導講師（ＭＥＴ）を4名配置し、市内
の全小中学校に意図的・計画的に派遣をした。児童生徒
のコミュニケーションの能力を高めるとともに、英語に親し
ませることができた。

小中学校における、学びの定着とICTを効果的
に活用した授業づくりや「自分の考えを伝え合う
力の育成」するための授業改善。

　ＥＡＳ（日本人英語指導講師）及びＭＥＴ（外国人
英語指導講師）の合同研修会を行い、英語の支
援の在り方を指導する。英語教育推進委員会に
おいては、各校の児童生徒の実態に合わせた課
題を他校の実践から学ぶことができる機会を設定
し、授業改善につなげる機会を設けていく。

B

20
教育 相談・適 応支援
教室

豊かな体験活動や個に応じたきめ細
かな指導・支援の充実を図ることによ
り、自己肯定感・人間関係力・社会性
等の育成に努め、学校への適応力を
高め、学校復帰をめざす。

・学校との連携を大切にするとともに、個の実態に応じた
支援を通して、学校復帰を目指しながら丁寧に指導にあ
たった。
・あじさい教室での学びや体験が自己理解を深めるととも
に自信につながり、仲間とのかかわりや自身の生活改善
が進むケースが見られた。
・通室児童生徒数（お試し含む）　のべ19名
・学校復帰（相談室登校等含む）　15名/19名中
・中学校卒業生進路：高校進学6名（うち通信制6名）

・不登校の大きな要因である「学業不振」「対人関
係作り」「自己肯定感の向上」について、個に応じ
た対応していくこと。
・発達障がい等の発達特性や障がいのある指導
生徒の不登校に対する支援のあり方や対応につ
いて検討すること。
・増加傾向、多様化、複雑化する要因や状況に
対応するスタッフの増員やスキルの向上

・あじさい教室のスタッフ及び教育相談員の資質
向上を目指して、「スタッフ研修会」及び「相談員
研修会」の充実を図る。
・あじさい教室の利用へと進めることができない不
登校児童生徒が増加していることに対し、新たな
場所づくりを進める。
・外部人材、近隣の施設を積極的に活用して、教
育支援センター機能の充実を図る。

B

21 情報教育推進事業

市内小中学校にあるパソコンをはじ
めとするICT機器を活用した授業改
革と校務支援及び機器の維持管理
を行う。

GIGAスクール構想で整備された一人一台端末の活用
を進めた。多くの児童生徒及び教職員は端末を操作する
ことに感じる抵抗感は少なくなってきている。導入した授
業支援ソフト（スカイメニュー、ロイロノート）を活用して、授
業中に教師が効果的に資料提示を行ったり、児童生徒が
タブレットにまとめた自分の考えを交流し合ったりと、活用
の幅を広げることができた。

端末の使用方法が調べ学習やカメラ撮影など基
本的な操作で終わっている児童生徒や教職員が
いる。導入している授業支援ソフトやAIドリルを積
極的に使用し、「協働的な学び」「個別最適な学
び」に活用できるようにしたい。

授業における効果的な活用が増えていくように、
情報教育委員を中心に、各学校で活用実践の交
流を行ったり、市教委から各学校へ他地域の良好
な実践事例を紹介したりしていく。
また、授業改善だけでなく、校務ＤＸにも意識を向
け、教師の仕事の効率化を推進していく。

B

22
のぞみ教室推進事業
（定住）

市内小中学校への編入学及び転入
学に当たって、日本語の初期指導お
よび学校生活への適応指導を行う。

日本の学校生活に適応することを意図して、古井小学
校の時程に合わせて指導している。掃除も、新しい施設
で行っている。学習指導では、特に算数・数学において
は、個の実態を踏まえ、年齢相当の学習内容に近づける
ことをめざし、個別指導や少人数指導を重点的に実施し
ている。また児童生徒の多国籍化、多言語化が進んでい
るが、デジタル翻訳機を活用し指導支援を柔軟に行うこと
ができた。

増加する外個人児童生徒に対して、限られた人
数の支援員でできる効果的な授業・生活支援の
在り方。また、日本語支援以外に特別な支援を要
する（発達障がい、知的障がい等）外国人児童生
徒が増えており、のぞみ教室でできる支援の在り
方。

他市町の実践事例を参考にしたり、のぞみ教室の
職員と多文化共生指導教諭および各学校の日本
語教室担当者、特別支援ＳＶとの連携を図ったりし
ながら、児童生徒の様々な実態に対応できる支援
方法を探っていく。

B

市内小中学校にふれあい安全サポー
ター派遣

市内小中学校

困り感をもつ児童生徒や保護者、担
任から相談を受け、児童生徒の様子
を観察し、発達の視点で読み取り、保
護者や担任に子どもの特性や支援方
法を伝える。

・市内園児、小中学生の保護者
・幼保こども園保育士・小中学校教員

A（特別支援学級推進事業）
特別支援学級、通級指導教室への備
品及び学習教材の購入

市内の小中学校の特別支援学級、通級指
導教室

三和小学校、伊深小学校を小規模特
認校とし、学校規模適正化と子どもの
特性に合った学校選択を実現する。
その具体的施策として、情報教育推
進モデル校として、ICT教育を推進す
る。

市内小学校全児童

14 教育支援事業

円滑な教育支援の実施や特別支援
教育の充実

教育支援委員
特別支援教育連携協議会員

普段、学校の授業では体験できない
実験をしたり、専門家の話を聞いたり
することにより、児童生徒の「科学への
疑問を解決したい」という主体性と興
味関心を高める。そして、さらなる学習
への意欲につないでいく。

各小中学校児童生徒

17
フロム０歳プラン推進
事業

「美濃加茂市学校教育の方針と重点」
の作成・配付

市内小中学校の全教職員

A市内各小中学校の「学校教育計画」
の製本・配付

教育委員，教育委員会各課及び市内小中
学校

フロム０歳プランの３つの重点の具現
化を図る各学校の特色ある活動に対
する補助金の交付

市内小中学校

第２次教育振興基本計画（フロム０歳
プラン２）の「学校が楽しい！」及び３
つの重点「学校の改革・改善」「ログス
パン教育」「面による指導」の具現化
を図るため、各学校の特色ある活動
の実践を促す。

・第２次教育振興基本計画（フロム０歳プラン２）の年度の
達成度について、「美濃加茂市学校教育の方針と重点」
とともに、市内の全小中学校に配布。今年度の市教育委
員会の方針を周知するとともに、各小中学校の教育活動
について共通理解を図った。
・「特色ある学校づくり補助金」の事業を有効に活用する
ために、年２回の報告会（中間報告会(11月)、最終報告
会(2月)及び「査定の会」（２月）を実施し、各学校の適正
な補助金の使用評価や補助金額を決定した。

・「特色ある学校づくり補助金」が「フロム０歳プラ
ン２－学校が楽しい」の具現につながるよう関連
付ける。その上で、各学校の特色が前面に出てく
るよう、計画を慎重に吟味し適正な実施のために
指導助言していく。

・「特色ある学校づくり補助金」査定の会の前に、
学校の課題や児童生徒、保護者、地域の実態を
踏まえた上で、学校の特色を生かす効果的な取
組かどうかを十分吟味して提案するよう学校へ指
導助言する。
・査定の会において、各学校が計画している教育
活動のねらいを十分に検討する。（フロム0歳プラ
ン２との関連付け）

フロム０歳プラン推進校公表会において、研究の
成果等を市内の学校へ広めるようにする。

市内小中学校の教育用パソコン及び
校務用パソコンの維持管理

市内小中学校に在籍する全児童生徒、市
内小中学校に勤務する本務教員および常
勤講師

外国人児童生徒初期適応指導教室
「のぞみ教室」の運営、指導支援員派
遣

市内に住民登録されている学齢外国人
で、日本語や日本の学校生活が理解でき
ない児童生徒

生活科や総合的な学習の時間、特別
活動等を充実させるための人材活用
支援

市内小中学校

市内の小中学校にMET派遣 市内小中学校

「あじさい教室」の運営 不登校、不登校傾向にある児童生徒


